
ＡＩを活用した特定健康診査受診率
向上支援事業について

島根県国民健康保険団体連合会
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島根県市町村国保の状況
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〇平成２９年度実施状況

特定健康診査 44.1％（対前年＋1.2％）

特定保健指導 24.1％（対前年－0.3％）

〇平成３０年度実施状況（※速報値）

特定健康診査 45.4％（対前年＋1.3％）

特定保健指導 28.2％（対前年＋4.1％）



特定健康診査受診率の推移
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【目的】

人工知能（ＡＩ）を活用し、特定健康診査データ
及びレセプト情報データ等に基づく受診行動に
対する意識分析を行い、対象者特性に応じた
勧奨資材を作成・受診勧奨することにより、効
果的に受診率向上を図る。
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【事業開始】

令和元年度

７市町村から受託



【共同事業で実施するメリット】

○スケールメリットにより、市町村単独で実施

するより安価でサービス享受が可能。

○契約・通知発送業務を含む、市町村での

事務負荷を軽減。

⇒市町村は保健指導等その他業務に注力。

○事業実施に必要なデータを国保連合会が

一括作成し、市町村の負担を軽減。
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ＡＩを活用した特定健康診査受診率向上支援事業概要図
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分析及び

資材の作成・
修正・印刷

効果検証（報告書作成）



①対象者選定
ＡＩによるターゲット選定で効率的に受診率を上げる
（誰に送るべきかを人工知能で解析）

A：連続受診者（勧奨しなくても受診する確率が高い方）⇒優先度 低

B：不定期受診者（勧奨すれば受診する確率が高い方） ⇒優先度 高
C：連続未受診者（勧奨しても受診する確率が低い方） ⇒優先度 低

②送り分け
心理特性に合わせたメッセージで効果的に受診率を上げる
（マーケティング技術を駆使し効果の出るメッセージ制作）

③効果検証
効果検証し、次につなげる
（各市町村の状況にあわせ単年ではなく経年で受診率UP）

ＡＩ×ソーシャルマーケティングの手法により、効率的かつ
効果的な受診勧奨を実施。
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１ 受診勧奨業務（通知勧奨） ※Ｒ１～実施



特性に合わせたメッセージ例（不定期受診者への勧奨通知）

ソーシャルマーケティングの手法を活用し、不定期受診者には心理特性に応じ、4パターンの
メッセージを送り分け。
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効果検証
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•勧奨資材発送日、発送内容、発送件数等を記載事業概要

•過年度データとの比較、受診率遷移を分析時系列比較

•他自治体と比較、受診者の属性を明確化他自治体比較

•性別、年代等で受診対象者を分類グループ別比較

•受診履歴、発送セグメント別に比較セグメント別比較

•分析結果を基に次年度の施策を提案次年度施策提案
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集団健診会場

・キャンサースキャンがパンチ入力
・セキュリティレベルの高い個人情報

管理ツールを通じて予約情報・
Emailアドレスなどを蓄積・管理

・過去の健診結果等と紐づけて
管理する事も可能

個人情報管理ツール

・問診の待ち時間等に受診者同意の
もと
①次年度の健診希望月・曜日
②Emailアドレス、携帯電話番号
などを紙に記載してもらう

（紙は受付にて配布）

②次年度
予約取得

③情報の
蓄積・管理

④予約日通知・
受診勧奨

①健診受診

・次年度当初にEmail・ハガキ
で予約日を決定・通知

・受診直前やキャンセル後
などに、タイムリーかつ
低コストに受診勧奨

受診意向が最も高まる「健診直後」のタイミングに次年度の予約
を取得し、リピート率を最大限に高める。
また、デジタル化により情報管理やキャンセル後のフォローが
容易に。将来的な勧奨コストの抑制にも。

２ 自動予約システム（集団健診） ※Ｒ２新規事業
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３ ポテンシャル分析 ※Ｒ２新規事業

＜個別医療機関ポテンシャル受診者数分析＞
特定健診受診履歴とレセプトの分析から、レセあり新規健診
受診者獲得の伸び代の大きい医療機関を抽出し、市町村の
医療機関への働きかけ効率化を支援。

⇓
市町村は、ポテンシャル受診者が多い機関へ優先的に働き
かけ、医師からの勧奨につなげる。

ポテンシャル受診者とは・・・
特定健診を実施している医療機関から
生活習慣病のレセプトが出ているにも
関わらず、特定健診を受診していない
健診対象者

ナッジ理論を用いた
「医師からの勧奨資材」の事例
（※Ａ市特別業務で実施）



令和元年度事業参加市町村の状況

市町村 対象者数 受診率 県内順位 備考

Ａ市 7,667人 51.7％ 5位 Ｈ30～事業実施
医師会との関係良好

Ｂ町 2,122人 37.5％ 17位 約７割が集団健診
電話等の勧奨するも受診率低迷

Ｃ町 807人 47.5％ 7位 ほぼ全数が集団健診
前年度中に申込受付終了

Ｄ町 534人 56.9％ 1位 約８割が集団健診
希望調査実施、高い回収率

Ｅ町 831人 53.7％ 3位 約６割が集団健診
希望調査実施、高い回収率

Ｆ町 1,426人 42.7％ 15位 勧奨するも受診率低下傾向
県外の医療機関へ通院する方も

Ｇ町 1,116人 45.7％ 11位 世帯ごとに申込受付
町外機関への受診案内せず
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〇連合会が行ったこと

• 契約等の事務手続き

• 事業の打合せ・連絡調整等

• データの抽出・提供

• 全体報告会（研修会）

〇今後の課題

• ３者間の情報共有の徹底

• 除外者リスト作成作業の軽減

• 医療機関の理解・協力
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〇最後に～事業を実施した感触～

• 市町村の熱意

• やってみよう

• 被保険者の反応

• 受診率だけではない

• 市町村保健師としての役割

• 考えるきっかけ
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